
令和２年度 

 

第 2回 吉井地域振興協議会 次第 

 

日  時：令和 3年 1月 22 日（金） 

午前 10 時 30 分～ 

場  所：吉井支所 201・202 会議室 

 

 

１ 開 会 

 

２ 挨 拶 

 

３ 議 事 

(１)吉井地域に関わる事業報告について  資料１  

 

(２)吉井地域のまちづくりに関する意見について  資料２ 

 

４ 連絡事項 

  

５ 閉 会 

 

<配布資料> 

 

資 料 １ 吉井地域に関わる事業報告一覧 

 

  資 料 ２ 吉井地域のまちづくりに関する意見一覧 

 

参考資料 令和元年度高崎市決算の概要 

 



 

 

資 料 １ 
 
 
 

吉井地域に関わる事業報告一覧 
 
 

ページ 事 務 事 業 名 
担 当 課 名 

（ 支  所 ） 

1 多胡碑周辺遺跡範囲確認調査事業 教育部文化財保護課 

3 吉井中央公園（仮称）整備事業 
都市整備部公園緑地課 
（吉井支所建設課） 

5 高崎神流秩父線バイパス（矢田工区）道路事業 
都市整備部都市計画課 
（吉井支所建設課） 

7 里山元気再生事業 
農政部農林課 

（吉井支所産業課） 

9 移住・定住促進対策 

総務部企画調整課 
（吉井支所地域振興課） 

建設部建築住宅課 
（吉井支所建設課） 

   
   

 
 
 
 
 
 
 



 

 



 
  

吉井地域に関わる事業報告書 

 
 
  

事務事業名 多胡碑周辺遺跡範囲確認調査事業 
所属 

（支所） 
文化財保護課 

実施期間 平成 23 年度～全期 事業の種類 ソフト事業 

 

【事業概要】 

対 象 多胡碑周辺遺跡範囲確認調査 

実施目的 具体的手段 そ の 他 

 多胡碑の史跡としての価値を

高めるとともに、市民に対し多胡

碑及び多胡郡正倉跡の重要性

について広く周知する。 

多胡碑周辺に存在が推定さ

れる多胡郡衙及びこれに関連

する遺構を確認する。 

遺跡の全体規模 45ｈａ 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 令和元年度事業実績 

合計 10,551 8,453 ・多胡碑南東地区の確認調査 

・多胡碑新井地区の確認調査 

・多胡碑周辺遺跡調査検討委員会開催（6/7、8/28） 

・多胡郡正倉跡探訪会開催（11/3） 

・3/10 付け官報告示により、上野国多胡郡正倉跡が国指定史跡

に指定される。 

国 5,000 4,000 

県 1,500 1,200 

地方債   

その他   

一般 4,051 3,253 

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 
現計予算額 令和２年度事業進捗状況 

合計 7,302 ・多胡碑南東地区の確認調査 

・多胡碑岡地区の確認調査 

・多胡碑周辺遺跡調査検討委員会開催（7/8） 

・多胡碑周辺遺跡発掘調査展示会開催（10/10～10/25） 

・県市関係部局、県文化財保護課、文化庁との連絡調整 

国 3,500 

県 1,050 

地方債  

その他  

一般 2,752 
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多胡碑周辺遺跡範囲確認調査事業 

 令和２年度調査地 位置図 

 
 
 
 

 

多胡碑西地区 

岡地区 

多胡碑 

多胡碑隣接地区 

多胡碑南東地区 

令和２年度 

調査地 
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吉井地域に関わる事業報告書 

 
  

事務事業名 吉井中央公園（仮称）整備事業 
所属 

（支所） 

都市整備部公園緑地課 

（吉井支所建設課） 

実施期間 平成２３年度～全期 事業の種類 ハード事業 

 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

当該区域は吉井駅周辺緑化事業

重点地区として設定されており、住

宅が密集している市街化区域の隣

接地であることから、地域住民が休

息・遊戯・運動の場として広く利用し

やすい多目的グラウンドやレクリエ

ーションゾーン等、防災機能を備え

た総合的な公園を整備する。 

防災機能を高めるための施設や緑

化等について、地域住民や地域審

議会の意見を反映させた計画に基

づき、整備を推進する。 

整備面積 約Ａ＝４．４ｈａ 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 令和元年度事業実績 

合計 232,000 240,918 ・第３期整備工事（面積 約 4.4ｈａ） 

・野球場防球フェンス設置工事 

・野球場第２期施設整備工事（Ｒ２年度へ繰越） 
国 80,000 98,890 

県   

地方債 124,000 113,800 

その他   

一般 28,000 28,228 

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 
現計予算額 令和２年度事業進捗状況 

合計 235,953 ・第４期整備工事（面積 約 4.4ｈａ） 

・舗装工事 

・植栽工事 
国 137,302 

県  

地方債 91,100 

その他  

一般 7,551 
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吉井地域に関わる事業報告書 

 
 

 
 

事務事業名 
高崎神流秩父線バイパス（矢田工区） 

道路事業 

所属 

（支所） 

都市整備部都市計画課 

（吉井支所建設課） 

実施期間 平成 29 年度～令和 11 年度 事業の種類 ハード事業 

 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

 多胡橋から国道２５４号 川内交差

点間の交通渋滞を緩和する。 

 また、平成 30 年度に開通した国

道 254 号バイパスへのアクセスを容

易にし、交通の円滑化を図り、吉井

地域の発展に寄与する。 

 地域ニーズを反映した公共事業

として、説明会やアンケート調査を

実施して、地域住民とともに道路計

画を策定する。 

全体延長Ｌ＝２，６１２ｍ 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 令和元年度事業実績 

合計 388,000 348,842 ・用地調査（補償物件）、境界立会を実施 

・令和元年１１月 

都市計画変更 

・令和２年 ３月 

都市計画道路事業認可 

 

・用地買収を実施 

国 194,200 181,366 

県 193,800 167,476 

地方債   

その他   

一般   

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 
現計予算額 令和２年度事業進捗状況 

合計 1,050,500 ・用地調査（補償物件）、用地買収を実施 

 
国 568,000 

県 482,500 

地方債  

その他  

一般  
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高崎神流秩父線バイパス（矢田工区）道路事業 案内図 

多胡橋 
(4 車線化) 
 L=149m 

①
L
=
1

,8
8

0
m

 

③Ｌ=330ｍ 

②Ｌ=310ｍ 

跨線橋 
 L=30m 

高崎市 
吉井支所 

多胡碑 

合
計

Ｌ
=
2

,6
1

２
ｍ

（
①

＋
②

＋
③

＋
④

＋
⑤

）

④Ｌ=84ｍ 

⑤Ｌ=8ｍ 

至 吉井ＩＣ 
（上信越自動車道） 

-6-



 
  

吉井地域に関わる事業報告書 

 
 
  

事務事業名 里山元気再生事業 
所属 

（支所） 

農政部農林課 

(吉井支所産業課) 

実施期間 平成 25 年度～全期 事業の種類 ソフト事業 

 

【事業概要】 

対 象 有害鳥獣の住みかになっている竹やぶ、篠やぶ等。 

実施目的 具体的手段 そ の 他 

地域の皆さんが自分たちで竹や

ぶ等を刈り払い緩衝帯を設け、野

生鳥獣が出没しづらい環境を整

備する。里山の下草刈り等を行

い、里山の保全、再生を図る。 

有害鳥獣による農作物被害への

対策として、鳥獣の住みかとなっ

ている竹やぶや里山などを整備

する地域団体やボランティア団体

の活動を支援するもの。 

本市独自の支援制度として平成

25 年度から始めた事業。 

１団体当たり 30 万円を上限。 

 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 令和元年度事業実績 

合計 600 600  

・塩地区、竹やぶ等整備事業 実施面積 1,200 ㎡ 

・塩地区、竹やぶ等整備事業 実施面積 1,200 ㎡ 
国   

県  300 

地方債   

その他   

一般 600 300 

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 
現計予算額 令和２年度事業進捗状況 

合計 900  

・塩地区、竹やぶ等整備事業 実施面積 1,400 ㎡ 

・塩地区、竹やぶ等整備事業 実施面積 1,200 ㎡ 

・塩地区、竹やぶ等整備事業 実施面積 1,000 ㎡ 

国  

県  

地方債  

その他  

一般 900 
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吉井地域に関わる事業報告書 

 

  

事務事業名 移住・定住促進対策 
所属 

（支所） 

総務部企画調整課 

（吉井支所地域振興課）

建設部建築住宅課 

（吉井支所建設課） 

実施期間 
・移住促進資金利子補給金制度：平成 28 年度～ 

・空き家緊急総合対策事業：平成 26 年度～ 

・住環境改善助成事業：平成 23 年度～ 

事業の種類 ソフト事業 

 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

吉井・榛名・倉渕地域の人口減少

対策として、同地域の移住・定住

を促進する。 

・移住促進資金利子補給金制

度 

・空き家緊急総合対策事業 

・住環境改善助成事業 

・対象地域内に移住・定住する

ための住居取得に際して受け

た融資の利子 5 年分を、全額

補給。   

・空き家の管理、活用を支援し

吉井地域への移住定住を促

進。 

・住環境向上のため改修、修繕

等する場合に、かかる費用の

最大 20 万円を助成。 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 令和元年度事業実績 

合計 ― ― ・移住促進資金利子補給金制度 

市全体     件数    346 件   

吉井地域   件数    241 件    

・空き家緊急総合対策事業 

市全体     件数    199 件    

吉井地域   件数      8 件    

・住環境改善助成事業 

市全体     件数    668 件   

吉井地域   件数     46 件   

国 ― ― 

県 ― ― 

地方債 ― ― 

その他 ― ― 

一般 ― ― 

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 
現計予算額 令和２年度事業進捗状況 

合計 ― ・移住促進資金利子補給金制度 

予算 80,000 千円          市全体   件数  65 件(新規認定) 

                      吉井地域  件数  42 件(新規認定) 

・空き家緊急総合対策事業 

予算 90,000 千円          市全体   件数  149 件 

                     吉井地域  件数    8 件 

・住環境改善助成事業 

予算 140,000 千円       市全体   件数  762 件 

                   吉井地域  件数   70 件 

国 ― 

県 ― 

地方債 ― 

その他 ― 

一般 ― 
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資料２ 
 
 
 
 
 
 
 
 

吉井地域のまちづくりに関する意見一覧 
 

吉井支所 地域振興課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

■吉井地域のまちづくりに関する意見〔令和３年１月２２日開催〕                              №１ 
内容区分 意  見 回  答 

「おとしよりぐるりんタク

シー」について 
「おとしよりぐるりんタクシー」が運行されて７ヶ月ほ

ど経ちます。 
地域住民の関心度も高く、利用している方からは通院や

買い物などに使っていて、本当に助かっていると聞いてい

ます。広報や事業チラシの毎戸配布等で周知がされていま

すが、高齢者の中には、まだ、どのようなルートで走って

いるのか、乗り方などをよく知らない方もいらっしゃいま

す。 
非常に良い制度ですので、多くの住民に地域の交通手段

として、より便利に利用してもらえればと思っています。

現在の利用状況と今後の対策などありましたらお聞かせ

ください。 

おとしよりぐるりんタクシーについては、事業開始以来、事業チ

ラシの毎戸配布や広報への掲載、また新聞等各種メディアも使用し

ながら広報を続けており、吉井地域の利用状況としては、今年６月

の運行開始以降、１２月末までの延べ利用人数は、２，６３５人で、

１日平均約１２．３人となっています。 

本事業は、利用したいときにいつでも利用いただけるよう、登録

や予約などを不要とし、時刻表を設けずに運行しておりますことか

ら、支所に問合せ専用ダイヤルを設け高齢者への問い合わせにも対

応しているところです。 

今後もより多くの地域住民の皆さまにご利用いただけるよう周知

に努めてまいります。 

「高齢者ごみ出しＳＯＳ」

について 
９月から「高齢者ゴミ出しＳＯＳ」の事業が始まりまし

た。私の地区にも利用を始めた人が数人おります。利用者

からは「大変ありがたい。」との話をお聞きしております。 
軽トラックで回収に来ていただいていますが、利用者の

なかには「荷台にたくさんのゴミが積まれていて、更に重

いゴミを載せているので、大変そうで申し訳ない。」と話

す人もいます。 
ゴミ収集はどのような形でされているのか、また吉井地

域での利用状況や反響などありましたらお聞かせくださ

い。 

高齢者ごみ出しＳＯＳは、９月 1日から収集を開始いたしました。

事業内容は市から委託を受けた事業者が、利用世帯を専用車両で 週

１回訪問して、燃やせるごみ、燃やせないごみ、資源物、危険物を

無料で収集する事業です。 

１２月末現在、全体の利用世帯数は７７０世帯あり、そのうち吉

井地域での利用世帯数は４３世帯です。 

この事業はただ、ごみを収集するだけではなく、利用者への声か

けによる見守りも兼ねた、環境と福祉が融合した事業となっており

ます。 

利用者の声ですが、ごみ出しの負担がなくなって助かる、良い制

度が出来た、収集員がとても親切、といった声があり、大変ご好評

をいただいています。引き続き、ごみ出しに困っている方々に支援

の手が届くよう、さらなる周知を行うとともに、事業を着実に推進

してまいりたいと考えております。 

 



 

■吉井地域のまちづくりに関する意見〔令和３年１月２２日開催〕                              №２ 

 

内容区分 意  見 回  答 
吉井地域の防災について ２０１１年に起きた東日本大震災から早くも１０年に

なります。忙しい日常で段々と記憶も薄れてきて災害に対

しての意識が減っていると思います。災害がいつ我が身に

おきるか分かりません。 
高崎市は深谷断層帯があり、この吉井に関しては平井

（ひらい）－櫛挽（くしびき）断層帯の影響を受ける可能

性があるので、日頃からの備えは必要だと思います。 
高崎市は自主防災組織を立ち上げるよう様々な取り組

みをしていますが、いまだに周知されていないところもあ

り、高齢化の進む地域では、なお、組織を立ち上げるのが

困難だと思います。特に高齢者が多い地区ではいろいろが

困難を極めると思われます。自主防災組織の立ち上げに対

して、高崎市は、どのようなサポート支援をしているかを

お聞かせください。 
また、万が一のため、災害の発生時に、吉井支所には、

どのような備蓄があり、どのように使用されるのかを教え

てください。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

自主防災組織の立ち上げに対する支援として、市職員や防災士の

派遣を通じて、各町内会の実情や地理的な状況に合わせた訓練等の

取り組みが実施されるよう指導や助言を行っている。また、災害時

の活動に必要な資機材や備蓄品の購入に対する補助を行っている。 
つぎに、吉井支所における備蓄品については、飲料水のほか水や

お湯を注ぐだけで食べることのできる「米」や「おかゆ」、缶詰パン、

ビスケットやクラッカー、粉ミルクなどがある。 
 災害発生時において、避難所などにおける非常食として使用する

ためのものであるが、廃棄となる前に、賞味期限が近いものから、

自主防災組織の防災訓練や、防災関連のイベントなどで配付をして

いる。 



１

令和元年度高崎市決算の概要について

　令和元年度の「一般会計」と「各特別会計」の決算は下表のとおりとなりました。
「一般会計」の歳入は、１,６８５億７,４３４万円、歳出は、１,６４２億１,１５５万円で、歳
入・歳出の款別構成状況は、２ページ・３ページのグラフのとおりです。
　なお、表中の各金額は万円未満を四捨五入しているため、計数整理の結果、表内で異同を生じ
ることがあります。

一般会計・各特別会計歳入歳出決算一覧表

（単位　万円）

区　　　　　分 予　算　額
決　　　算　　　額

歳　　　入 歳　　　出

一　　般　　会　　計 １,６８１億４,０００ １,６８５億７,４３４ １,６４２億１,１５５

特　　別　　会　　計 ７６１億   ２４５ ７６３億５,９７５ ７５２億３,３８２

国民健康保険事業 ３６０億７,２２６ ３６３億１,３４５ ３５７億   ４９０

介 護 保 険 ３４４億７,３７５ ３４３億８,５０５ ３４０億４,３６９

牛 伏 ド リ ー ム
セ ン タ ー 事 業

１億３,１１１ １億２,８４６ １億１,５１５

母 子 父 子 寡 婦
福祉資金貸付事業

５,６４８ ７,１５２ ４,９４８

後 期 高 齢 者 医 療 ４７億   ７６７ ４８億１,０６３ ４６億７,２６３

農業集落排水事業 １億４,０９８ １億４,２３７ １億３,９７２

合　　　　  　　　計 ２,４４２億４,２４５ ２,４４９億３,４０９ ２,３９４億４,５３７

駐 車 場 事 業 １億６,４２５ １億５,２３１ １億５,２３１

土 地 取 得 事 業 ３億５,５９５ ３億５,５９５ ３億５,５９４



県支出金 103億7,152万円 (6.1％)
繰 入 金 88億5,541万円 (5.3％)

地方消費税交付金 68億8,477万円 (4.1％)
使用料及び手数料 28億8,857万円 (1.7％)
繰 越 金 16億1,324万円 (1.0％)
地方譲与税 12億6,595万円 (0.7％)
地方特例交付金 9億6,696万円 (0.6％)
そ の 他 21億1,379万円 (1.2％)

＊歳入の「その他」は、分担金及び負担金、
自動車取得税交付金、財産収入、配当割交付
金、寄附金、株式等譲渡所得割交付金、ゴル
フ場利用税交付金、利子割交付金、交通安全
対策特別交付金、国有提供施設等所在市町村
助成交付金、環境性能割交付金です。

市 税
625億3,935万円

(37.1％)

【歳 入】

歳 入

1,685億7,434万円

国庫支出金

243億8,479万円
(14.5％)

地方交付税
135億9,516万円

(8.1％)

諸 収 入
162億2,692万円

(9.6％)

一般会計歳入・歳出決算額の款別構成状況

市 債

168億6,790万円
(10.0％)



民 生 費

570億6,975万円
(34.7％)

総 務 費

167億4,052万円

(10.2％)

商 工 費

156億1,684万円
(9.5％)

土 木 費

292億 46万円
(17.8％)

教 育 費

147億6,796万円
(9.0％)

公 債 費

132億4,993万円
(8.1％)

歳 出

1,642億1,155万円

◎ 歳入決算額 １,６８５億７，４３４万円（Ａ）
歳出決算額 １,６４２億１，１５５万円（Ｂ）
差 引 額 （Ａ）－（Ｂ）＝ ４３億６，２７９万円

※差引額のうち、翌年度へ繰越すべき財源として、繰越明許費繰越額
７億１,０５３万円を繰越し、さらに財政調整基金へ３０億円積み立て、
残りの６億５，２２６万円を翌年度への繰越金としました。

【歳 出】

衛 生 費 88億7,230万円(5.4％)

消 防 費 45億3,223万円(2.8％)

農林水産業費 27億8,538万円(1.7％)

そ の 他 13億7,618万円(0.8％)

＊歳出の「その他」は、議会費、労働費、
災害復旧費です。



２

３０年度 元年度
構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％
1 地 方 税 ６１９億３,０８０ ３７．１ ２.２ ６２５億３,９３５ ３７．１ １.０

2 地 方 譲 与 税 １２億４,８７５ ０.７ ０.８ １２億６,５９５ ０.８ １.４

3 利子割交付金 ８,９３５ ０.１ △１.７ ４,５５３ ０.０ △４９.０

4 配当割交付金 １億９,４０３ ０.１ △２２.８ ２億２,３２７ ０.１ １５.１
5 株 式 等 譲 渡
所得割交付金 １億６,１８３ ０.１ △３７.２ １億３,３０５ ０.１ △１７.８

6
７２億７,７９５ ４.４ ５.４ ６８億８,４７７ ４.１ △５.４

7
１億２,４０４ ０.１ △２.５ １億２,１３４ ０.１ △２.２

8
３億９,６４０ ０.２ ２.７ １億９,１７２ ０.１ △５１.６

9
－ － － ５,６３２ ０.０ 皆増

10
３,１１７ ０.０ △０.９ ３,０６１ ０.０ △１.８

11 地方特例交付金 ３億１,７９３ ０.２ １５.７ ９億６,６９６ ０.６ ２０４.１

12 地 方 交 付 税 １３３億４,７５７ ８.０ △５.４ １３５億９,５１６ ８.１ １.９
普 通 交 付 税 １１３億６,１３５ ６.８ △６.６ １１５億２,１３１ ６.９ １.４
特 別 交 付 税 １９億８,６２２ １.２ ２.１ ２０億７,３８５ １.２ ４.４

13
７,９６０ ０.０ △７.１ ７,９１１ ０.０ △０.６

14 分担金・負担金 ８億２,９２６ ０.５ △１６.２ ６億４,４１７ ０.４ △２２.３

15 使用料・手数料 ３０億６,９８５ １.９ △２.５ ２９億   ６１１ １.７ △５.３

16 国 庫 支 出 金 ２３３億７,７１６ １４.０ ３.４ ２４３億３,４２９ １４.４ ４.１

17 県 支 出 金 １０８億 　　　４ ６.５ △０.３ １０５億３，６６２ ６.２ △２.４

18 財 産 収 入 ２億３,３０５ ０.１ △１４.４ ２億４,６８６ ０.１ ５.９

19 寄 附 金 １億６,２８８ ０.１ １７.８ ２億７,１６９ ０.２ ６６.８

20 繰 入 金 ６０億９,３７３ ３.７ ０.５ ８８億５,５９６ ５.３ ４５.３

21 繰 越 金 ２０億３,９５４ １.２ ０.６ １６億３,９５２ １.０ △１９.６

22 諸 収 入 １７３億３,４２０ １０.４ △１０.３ １６１億６,９４３ ９.６ △６.７
貸付金元利収入 １３７億２,５１６ ８.２ △１２.５ １２１億１,３９４ ７.２ △１２.０

23 地 方 債 １７６億１,５１０ １０.６ １９.９ １６８億６,７９０ １０.０ △４.２

１,６６７億５,４２１ １００.０ １.４ １,６８６億   ５６７ １００.０ １.１合           計

  普通会計による決算状況

※普通会計とは、他の地方公共団体（県や市町村）などと比較しやすいように、「一般会計」と
「特別会計のうち公営事業会計以外の会計」を総合してひとつの会計としてまとめ、全国共通の
基準に調整した会計です。

歳　　　　入 （単位  万円）
　　　　　年　度
区　分

自動車税環境
性能割交付金

地 方 消 費 税
交 付 金

ゴルフ場利用
税 交 付 金

自動車取得税
交 付 金

国有提供施設
等助成交付金

交通安全対策
特 別 交 付 金



３０年度 元年度

構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％

1 人 件 費 ２０３億６,７６５ １２.６ ０.８ ２０４億６,５４２ １２.５ ０.５

う ち 職 員 給 １２８億７,１５７ ８.０ ０.５ １３１億２,９４２ ８.０ ２.０

2 扶 助 費 ３４４億１,３０５ ２１.３ ０.７ ３５９億１,８７３ ２１.９ ４.４

3 公 債 費 １３６億３,８６４ ８.４ △１.５ １３６億   ５８８ ８.３ △０.２

4 物 件 費 １９３億７,８６８ １２.０ ３.５ ２０５億２,０３５ １２.５ ５.９

5 維 持 補 修 費 １３億４,５０４ ０.８ １.３ １３億   ９２５ ０.８ △２.７

6 補 助 費 等 １７０億１,６４４ １０.５ △０.２ １８４億３,２６６ １１.２ ８.３

7 積 立 金 ８億５,６４８ ０.５ △１１.３ ８億   １９６ ０.５ △６.４

8 投資・出資金

貸 付 金 １３７億６,２５６ ８.５ △１２.４ １３０億４,９９８ ７.９ △５.２

う ち 貸 付 金 １３７億１,７３７ ８.５ △１２.５ １３０億２,９１２ ７.９ △５.０

9 繰 出 金 １１８億４,８４９ ７.３ ２.３ １２０億６,５８１ ７.３ １.８

10 普通建設事業費 ２９１億８,７６８ １８.１ １３.４ ２７７億４,９９５ １６.９ △４.９

うち補助事業費 １４６億２,４７９ ９.０ １１.９ １３０億６,４５６ ８.０ △１０.７

うち単独事業費 １４５億６,２８９ ９.０ １４.９ １４６億８,５３９ ８.９ ０.８

11 災 害 復 旧 費 ０ ０.０ 皆減 ３億     ８２ ０.２ 皆増

１,６１８億１,４６９ １００.０ １.６ １,６４２億２,０８３ １００.０ １.５

４９億３,９５２ ― △３.９ ４３億８,４８３ ― △１１.２

歳 入 歳 出
差 引 剰 余 金

歳　　　　出 （単位  万円）

　　　　　年　度
区　分

合      計



３ 　令和元年度普通会計による県内他市との比較

※用語の説明

財 政 力 指 数
　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の３ヵ年平均値で、数値が１に近くあるいは１を超えるほど財政力が強
いとされています。

財政調整基金
　突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置された基金です。
　また、決算剰余金が多いときは積み立て、財源不足時に取り崩すという、
年度間の調整的な役割も果たします。

減 債 基 金
　市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金です。
　公債費が他の経費を圧迫するような場合には、この基金を取崩して公債費
に充てます。

経常収支比率
　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。一般財源収
入額のうち経常的な経費に充当される一般財源の割合で、比率が高いほど財
政運営が硬直化していると考えられます。

実質公債費比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、市債の元利償還金及びこれに準ずる経費の、標準財政
規模に対する比率です。この比率が２５％以上になると早期健全化団体、
３５％以上で財政再生団体となります。

将来負担比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的
な負債の、標準財政規模に対する比率です。市町村では、３５０％以上にな
ると財政の早期健全化を図ることとなります。

23億6,942 3億1,416

実 質 収 支
　歳入から歳出を差し引いた額を「形式収支」といいますが、この「形式収
支」から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた決算額のことをいいます。

実質収支比率 　標準財政規模に対する実質収支の割合です。

99億4,714

減 債 基 金 10億4,871 243 2億7,352 3,591 11億8,256

積 立 金

現 在 高

財 政 調 整 基 金 44億1,008 60億6,846 36億7,748 52億  681

そ の 他 54億3,052 30億8,283 47億  137

財 政 力 指 数 0.857 0.821 0.572 0.848 1.029

将 来 負 担 比 率 47.6％ 66.6％ － 41.9％ 23.4％

実 質 公 債 費 比 率 5.5％ 7.9％ 4.8％ 4.9％ 5.4％

地 方 債 現 在 高 1,529億5,024 1,540億1,853 345億1,777 708億  181 606億5,699

経 常 収 支 比 率 95.6％ 97.9％ 96.5％ 93.8％ 99.1％

実 質 収 支 比 率 4.4％ 2.8％ 8.6％ 5.9％ 4.3％

実 質 収 支 36億7,430 21億2,203 21億9,900 25億1,914 19億4,664

歳 出 総 額 1,642億2,083 1,389億3,309 451億1,541 764億7,919 762億2,154

（単位　万円）

区 分 高崎市 前橋市 桐生市 伊勢崎市 太田市

歳 入 総 額 1,686億  567 1,419億6,766 475億  209 791億4,627 788億6,974

人 口 （ R2.3.31 現 在 ） 372,147人 335,360人 109,490人 213,167人 224,497人


